
















部会主?設議して， 6閤 (2004年10Fl 8日， 10 Fl 2ヲ日， 11 Fl 26日， 12 1'1 liIヨ， 2005 

























































論に続いて，周年 12月には， r青少年育成施策大綴」と f犯罪に強い社会の実現の
ための行動計画一 r位界一安全な国， EI本Jの復活を沼指して Jが公表される
に至った。また，鋒察庁は， 2004年4月に， 1997年制定の f少年非行総合対策後























歳以上j としていたり条 2 項・ 5~資)。その潔白は必ずしも明らかではないが，一
般に， 14歳未満の少年が当特の矯正統(少年院の前身)に相当数収容ちれていた
0，000人以上いたと震われる)事実を追認するためのものであったと解されている。

























































































































































































































l条の 2および 12条の 2は単なる努力規定ではなしそれを空文に帰することの
ない対応が求められているのである。
こうした動きは，すでに棺当に具体化しているようである。 14歳未満の少年を
収容する少年院については，処遇内容や努女別に応じて，東臼本と西日本のそれぞ
れで4カ所ずつの施設が指定され，5)3子教官・女子教官そ含む複数人による個別担
任，精神科医・カクンセラ一等によるチーム編成の教育体制が採られることにな
る。また，生活環境についても，できるだけ家庭的な雰閤気を醸成する工夫(~室内
の絞鼠調度品，私Il誌の'sj刊，食事なと)がなされる。さらに，小学校教育の対象と
なる年齢にある少年については，小学校教育課程の履修のために，長期処遇におけ
る教科教育課程念細分して新たな処遇コースが設けられる。他方，少年法部会で
は，一部の委員から， 14歳未満の少年に対する少年院での処遇守児認:自立支援施
設処遇に類似したものにすべきだという見解が表明された。しかし，そのような対
応は，児主主自立支援施設での処遇が困難な少年を少年院で適切に処遇するための改
正としては，自己矛盾に陥るものと言わなければならない。まさに， 14歳未満の
少年に対する少年院処遇の内容が関われているのである。
VI 今後の課題
特に必要と認める場合に，おおむね 12歳以上から 14歳未満の少年{こ対して，新
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たに少年院収容処遇の道を開いた 2007年改正によって，家庭裁判所と少年院はそ
れぞれに重い課題と寅務を負うことになった。まず，家庭裁判所は， r特に必要と
認める場合Jに当たるかどうかについて，慎重かつ確実に判断することが求められ
る。その際， ]雲大事件や凶惑事件であることを根拠に少年段送致を選択することは
許されない。兇議自立支援施設処遇では不適切であることと，少年院処遇の方が適
切であることが確認されなければならないのである。一方，少年院は，送致された
14歳未満の少年について，長支主主:の処i還を実現することが求められている。ただ，
それは，試行錯誤の連続になることが当然に予想、される。特に，少年院は， 2000 
年改正によって 16歳未満の少年に対して別ぞ執行(矯正教育)することが認、められ
た(少年法56条3項)一方で， 2007年改正によって 14歳未満の少年を収容するこ
とが認められ，その処遇に大きな騒が生じることになった。今後，少年続処遇一般
の内容が関われることになる。
他方，今後の児愛自立支援施設については， r重大触法少年全鍛わない(扱えな
い)児童自立支援施設は，非行問題に対するカ蚤を低下させ，社会的信用を落とし
ていくことになりはしないか。少年院収容年鈴の下限撤廃は，非行問題からの福祉
の後退をいっそう推し進めてしまう可能性がある。その結泉，児童福祉の世界から
非行問題を扱う専門機罷が消滅してしまうことも杷援ではないj という懸念が指摘
されている。しかし，そのような懸念が夜定できないものであるとしても，討議
米満の少年の施設収容処遇を児2童福校法制の専属管轄に翠くことは， ;長絡事件や佐
役保事件のような事案において，児童自立支援施設内での強制的措置の強化や拡大
の議論につながりかねず，児童福祉法総の司法化につながるおそれがある。少年の
ベスト・インタレストの実現を堅持したうえで，事案に即した柔軟な処遇そ可能に
することが，いわゆるE司法福祉を実現することになると設えないだろうか。児童怠
立支援施設としては，福祉的対応を一層強化する方向を追求していかなければなら
ないのである。
*本報告は， 2008年度の南山大学ノtッへ研究奨励金 I-A(特定研究助成)令受けて
行った研究成果のー郊である。
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